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「中級研修」に参加して
1　はじめに
　大学図書館近畿イニシアティブ（近畿イニシア）
とは、近畿地区にこれまでなかった国立・公立・私
立の大学図書館を網羅した協力組織として、2005 年
6 月に発足した大学図書館の地域共同事業組織のこ
とである。当初、国立大学図書館協会近畿地区協会、
公立大学協会図書館協議会近畿地区協議会、私立大
学図書館協会西地区部会京都地区協議会および同阪
神地区協議会の 4 団体が、設置形態の違いを超えて
共同で事業等を実施するために設立し、2009 年 6 月
には私立短期大学図書館協議会近畿地区協議会が加
盟し、関係大学は 170 校に上っている。
　このたび、近畿イニシア主催の中級研修に参加す
る機会を得たので、講義内容を中心に以下のとおり
報告する。
　■実施概要
　日　時：2017 年 5 月 26 日㈮　10：00 ～ 17：15
　会　場：大阪芸術大学スカイキャンパス
　テーマ：誰もが利用できる大学図書館を目指して
　　　　　―「合理的配慮」の考え方と実践―
2　研修会内容
⑴　講　義
講　師：野口　武悟 氏
 （専修大学文学部・大学院法学研究科教授）
①　背　景
　大学を取り巻く社会情勢、利用者を取り巻く情報
環境が変化するなか、大学図書館にはこうした変化
に対応し続けていくことが求められている。その一
つに、2016 年 4 月の「障害を理由とする差別の解消
の推進に関する法律」（障害者差別解消法）の施行に
伴って、障害者（障害のある学生）に対する「合理
的配慮」の提供が、国公立大学には義務、私立大学
には努力義務になったことがある。
　今般の「合理的配慮」の提供に至る経緯、歴史的
背景について簡単に触れておきたい。今日の社会政
策 の 基 本 理 念 の 一 つ に ノー マ ラ イ ゼー ショ ン
（normalization）がある。ノーマライゼーションは、
1960 年代にデンマークの社会運動家バンクȂミケル
セン（Bank-Mikkelsen, N. E.）らが提唱したもの
で、「障害をもつ人びとが特別のケアを受ける権利を
享有しつつ、個人の生活においても社会の中での活
動においても、可能な限り通常の仕方でその能力を
発揮し、それを通して社会の発展に貢献する道をひ
らく」ということであり、「障害を持つひとを他の市
民と対等・平等に存在させる社会こそノーマルな社
会であるという思想」である。国連により「完全参
加と平等」をスローガンに 1981 年に制定された「国
際障害者年」以降、日本を含む多くの国々でノーマ
ライゼーションは認知度を高め、様々な政策に取り
入れられていった。
　ノーマライゼーションを実現するためには、まず
障害者の障害を個人的な問題のみにとどめる捉え方
から、社会の側のバリアへと捉え方の転換を図る必
要がある。そうすることで、個人にどんな障害があ
っても社会の側のバリアが取り除かれれば、他の人
びとと対等・平等に社会参加できるようになる可能
性が高まるからである。図書館における「障害者サ
ービス」（“図書館利用に障害のある人々へのサービ
ス”）も、ここに位置づけることができる。つまり、
図書館利用上の障害は、図書館側にあるという捉え
方である。主な実践的方法論として、バリアフリー
やユニバーサルデザインという用語が頻繁に使われ
るようになり、社会全般に広まっていくこととなる。
　2000 年代に入り、2006 年 12 月に国連総会で採択
された「障害者の権利に関する条約」（日本政府は
2014 年 1 月に批准）は、ノーマライゼーションの実
現を強力に後押しすることとなった。日本政府は、
条約批准に向けた国内法整備として、2013 年 6 月に
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」
（障害者差別解消法）を制定（2016 年 4 月施行）し
たほか、障害者基本法をはじめとする既存法令の改
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正などの対応をとってきた。
②　「合理的配慮」とは何か
　「障害者の権利に関する条約」では、障害に基づく
あらゆる差別の禁止と障害者への「合理的配慮」の
提供などが規定され、以下のように定義づけられて
いる。
　「合理的配慮」とは、「障害者が他の者との平等を
基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又
は行使することを確保するための必要かつ適当な変
更及び調整であって、特定の場合において必要とさ
れるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負
担を課さないものをいう」（同条約第 2 条）。わかり
やすくいえば、障害者一人ひとりのニーズをもとに、
状況に応じた変更や調整を、体制や費用などの負担
がかかりすぎない範囲（＝合理的な範囲）において
行うことといえる。2016 年 4 月施行の「障害を理由
とする差別の解消の推進に関する法律」では、図書
館を含む行政機関等には障害者に対する「合理的配
慮」の提供を義務づけている。合理的に考えてでき
うるにもかかわらず、配慮を行わなかった場合、「合
理的配慮」の提供義務違反ということになりかねな
い。
③　図書館における「合理的配慮」について
　図書館において、障害者のニーズに応じた直接サ
ービスである「合理的配慮」を的確に提供できるよ
うになるためには、間接サービスである「基礎的環
境整備」を同時に進めなければならない。日本図書
館協会では、2016 年 3 月に「図書館における障害を
理由とする差別の解消の推進に関するガイドライン」
を公表し、図書館で提供すべき「合理的配慮」と、
取り組むべき「基礎的環境整備」について具体的に
示している。
○「合理的配慮」の考え方（೔ຊ図書館ڠձΨΠυラΠ
ϯΑΓൈਮ）
　図書館利用上の差別（社会的障壁）を除去する方
法として合理的配慮の提供がある。そして、合理的
配慮の提供が可能であれば、必ず提供しなければな
らない。
　合理的配慮とは、利用者からの依頼により、サー
ビスやルールの必要かつ適当な変更及び調整を行う
ことで図書館の利用を保障しようとするものである。
また、それは過度な負担でないこととされている。
ただし、依頼そのものを出せない・出しにくい障害
者もいることから、家族等関係者からの依頼にも応
じることや、依頼がなくても積極的に合理的配慮を
検討すること等、柔軟な対応が必要である。
　合理的配慮は、個々の障害者の状況（年齢・性別・
障害等）を考え、また、図書館の状況（人員・予算
等）を踏まえ、合理的に考えて提供しうる方法で行
うものである。
　利用者からの依頼どおりに合理的配慮を提供する
ことが難しい場合、代替方法を検討する等、何らか
の方法で図書館利用が保障できるように工夫する。
また、過度な負担であると判断される場合も、利用
者と前向きに対話を行い、代替方法を検討する。
　合理的配慮の提供に当たっては、その依頼が本来
の図書館業務に沿ったものであるかどうかに留意し、
図書館事業の目的・内容・機能の本質的な変更には
及ばないことに注意する。なお、合理的配慮は職員
が直接提供するものであるが、個人の責任で提供す
るものではなく、図書館の組織として判断・対応す
る。
○「過度な負担」の考え方（೔ຊ図書館ڠձΨΠυラΠ
ϯΑΓൈਮ）
　過度な負担に当たるかどうかは、以下の要素を参
考に、利用者の状況や図書館の状況により、個別に
客観的に判断する。過度な負担と判断した場合は、
その理由を利用者に説明して理解を求める。
　なお、判断においては、具体的な検討をせずに過
度な負担を拡大解釈する等して、法の趣旨を損なう
ことがあってはならない。また予算人員については、
図書館単独の予算だけではなく地方公共団体の規模
等も考慮し判断する。
　・事務・事業への影響の程度
　・実現可能性の程度
　・費用・負担の程度
　・財政・財務状況
○図書館における合理的配慮の例
　提供すべき合理的配慮は状況に応じて個別に判断
するものであり、全ての場合においてここに挙げる
配慮が必ずしも提供できるとは限らない。あくまで
参考例である。
　・ 来館、移動支援（近くの駅・バス停からの送迎、
館内の移動補助、車いすの介助等）
　・ 物理的環境への配慮（段差・階段で車いすを持
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ち上げる、高い書棚にある資料を取って渡す、
通路の障害物を取り除く、施設設備の簡易な改
修等）
　・ 意思疎通の配慮（手話、点字、音声・拡大文字、
筆談、実物の展示、身振りサイン等による合図、
触覚による意思伝達等）
　・ 館内設備の使用補助（館内利用端末、視聴ブー
ス、コピー機等）
　・ ルールの変更（貸出期間の延長、貸出点数の緩
和、利用登録方法の拡大、戸籍名以外の公に用
いている氏名の使用等）
　・ サービスそのものの利用支援（登録申込書の代
筆、内容や目次等簡易な読み上げ、代行検索、
自宅に出向いての貸出等）
　・ 催しへの配慮（多様な申し込み方法、座席の事
前確保、配布資料の拡大・音訳・点訳・データ
での提供、手話通訳手配、筆記通訳手配等）
　・ 資料へのアクセスについての配慮（障害者サー
ビス用資料の購入、支援機器の購入等）
④　大学における障害学生の現状
　上述の合理的配慮の対象となる障害学生について、
日本学生支援機構の調査によると、大学生（短大・
高専含む）のうち、障害のある学生は 2016 年度 2.7
万人で、全学生の 0.86％を占めている。5 年ごとに
実施される当調査の推移を見ると、2006 年度：0.5
万人（0.162％）、2011 年度：1.0 万人（0.32％）で、
2006 年度からの 5 年間で倍増し、2011 年度からの 5
年間で 2.7 倍に増加していることがわかる。
　また、障害のある児童・生徒について、文部科学
省の調査では以下のとおりとなっている。
○義務教育段階の全児童生徒数：1,019 万人
○障害のある児童・生徒：3.33％（約 34 万人）
　＊特別支援学校：0.67％（約 6 万 9 千人）　
　＊小学校・中学校
　　・ 特別支援学級：1.84％（約 18 万 7 千人）
　　・ 通 常 の 学 級：0.82％（約 8 万 4 千人）
　障害のある児童・生徒で、通常の学級に通ってい
る約 8 万 4 千人のうち、発達障害（LD、ADHD、高
機能自閉症等）の可能性のある児童生徒の在籍率は
6.5％程度であると捉えられている。発達障害など、
気づかれにくい（＝配慮が後回しになりがちな）障
害者が多数存在しており、こうした児童・生徒の進
学に伴い、大学での対応・対策が急務となっている。
　また現在、発達障害を持つ人たちは全国に約 700
万人（疑いがある人も含めて）とも言われており、
その対応が社会的な課題となっている。
⑤　大学図書館における「合理的配慮」の実践
　合理的配慮に関して、先進的な取り組みを行って
いる主な大学図書館についての事例紹介があった。
○筑波技術大学
　わが国で唯一、聴覚障害者と視覚障害者のための
高等教育機関として 1987 年に創設された国立大学で
あり、在籍学生数は 365 名（大学 HP より）。聴覚障
害系図書館、視覚障害系図書館を有しており、それ
ぞれスクリーンリーダー付パソコンや手話通訳者の
配備など、ハード面・ソフト面での利用者サービス
が充実している。
○北海道大学附属図書館
　図書館資料のデジタル化に力を入れている。デー
タ化の作業は学生アルバイトが担っており、和書：
1 冊あたり 28,000 円、洋書：1 冊あたり 26,000 円で
ある。
○立命館大学図書館
　4 キャンパスに 7 館を置き、障害のある学生・教
職員を対象に、図書館の円滑な利用のために 3 種の
サービス①障害学生支援機器（情報保障機器）の設
置、②複写補助、③図書館資料のデータ化を実施し
ている。また、7 館のうち 4 館に UAR（Universal 
Access Room）を設置している。
　「合理的配慮」の実践におけるポイントは概ね以下
のとおりである。
・ 基礎的環境整備
　施設、設備、職員研修、情報共有など
・ 「著作権法」第 37 条第 3 項にもとづく複製
・ 学内の障害学生支援部署との連携・協力
・ 他館との連携・協力
　 国立国会図書館が提供する、「視覚障害者等用デー
タの収集および送信サービス」の活用など
⑵　グループワーク
テーマ： 大学図書館のマネジメントやサービス提供
に障害学生への対応をどう位置づけ、取り
組んでいくか
　① 現時点で参加者の所属館で取り組んでいる「合
理的配慮」の内容について
　② 参加者の所属館として「合理的配慮」を提供す
る際の悩みや課題について
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　③ 障害学生から図書館に寄せられる要望について　
等
　上記のテーマについて、研修参加者が 5 名ずつ 8
グループに分かれてディスカッションを行い、グル
ープとしてのまとめを行った。私のグループでは、
日常的に直面している問題や課題、取り組み等につ
いて活発な情報交換・意見交換を行ったが、メンバ
ーの所属館の規模が違い過ぎていた点がやや残念で
あった。
3　おわりに
　研修のまとめとして、講師の野口先生から以下の
ようなメッセージをいただいた。
・ 合理的配慮に関しては実態調査さえ実施されてい
ないのが現状であり、まずは大学図書館での実践
事例の蓄積と情報の共有化から取り組んでいかな
ければならない段階である。
・ 利用者から、いつ要望が出されても対処できるよ
う環境作りを心がけておくことが重要である。た
だし、あくまで負担のない範囲でできることから
実績を作り、長期的に取り組む姿勢で臨んでいた
だきたい。
・ 障害を持つ利用者のうち、気づきにくい障害（発
達障害等）を抱える人たちが多数存在するという
現状は、今後、大学図書館にとっての大きな課題
となる点を理解しておく必要がある。
　最後に、本学図書館において 2017 年度に実施した
「合理的配慮」の取り組み事例を紹介しておきたい。
⑴　車いす利用者と介助者の入館方法について
　車いすを利用する学部生とその介助者からの要望
を受け、従来の入館方法について見直しを行い、「介
助者は、本学図書館の利用資格がない場合でも、介
助対象者の介助を目的として入館することができる」
と要領を改定した。
⑵　総合図書館前階段への手すり設置について
　手すりの設置（2017 年 8 月末完成）に際しては、
学生相談・支援センターの担当者及び手すりの利用
を必要とする本学大学院生から聴き取り調査を行い、
その際に得た助言・要望も踏まえ、特に以下の点に
留意した。
　・ 図書館前階段付近でイベントが開催される際の、
図書館利用者の動線を確保しつつ、安全性を高
めること
　・ 手すりを握ることの可能な手が左右どちらか一
方に限られる障害がある場合でも、利用に支障
のないよう配慮すること
　 （写真：巻頭ページ「図書館サ・エ・ラ」に掲載）
 以上
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